栃木市役所庁舎における窓口受付システム機器及び動画広告モニター設
置運用事業公募型プロポーザル実施要領
１　趣旨

　　栃木市（以下「本市」という。）では、市民生活課及び保険年金課において、窓口利用者の利便性向上及び市有財産の有効活用を図り、市の歳出抑制や地域経済の活性化等に資するため、広告放映モニターを設置し、その広告料を窓口受付システムの設置・維持管理費に充当する受付システムを導入している。

窓口のより効率的な運営のため、混雑情報配信機能等のＷＥＢ機能や窓口業務に係る統計データ出力機能等を搭載した新たな窓口受付システム取扱事業者の公募を行い、プロポーザル方式により事業者を選定するもの。

２　事業の概要

（１）事業の名称
　　　栃木市役所庁舎における窓口受付システム機器及び動画広告モニター設置運用事業
（２）事業の場所
　　　栃木市役所２階市民生活課及び保険年金課

（３）事業の期間
　　　令和８年１月５日から５年間
　　　ただし、事業者は、システム運用開始日前に窓口を担当する本市職員に対し操作研修を行うとともにシステムの機器調整を行うものとする。

（４）事業の内容
　　　事業者は、次の事項を一括して行う。

　　　①　システムの設置及び維持管理に関する全てのこと
　　　②　システムによる市政情報の広報（コンテンツ制作を含む）
　　　③　システムによる民間企業等の広告

（５）費用負担
①　本事業に係る機器代金、設置、保守費用、撤去に係る費用は、民間企業等から広告主を募集し、広告用ディスプレイに広告を掲載することで得られる収入により賄うものとし、本市は一切の費用を負担しない。

②　電気料金（実費相当額、参考29.46円／kwh（※令和６年度月平均電気単価））については、事業者の負担とし、本市が指定する期日までに本市へ納入すること。
③　協定の相手方として決定した事業者は、企画提案書における広告掲載料として、当該企画提案書に提示した方法等で算出した金額を本市へ納入すること。

④　番号札発券機専用ロール紙に不足が生じた場合は、必要な数量を納品すること。

　　　　　また、機器導入時においては、５個以上の予備ロール紙を納入すること。
（６）その他
　　　その他本事業及びシステムの詳細については、栃木市役所庁舎における窓口受付システム機器及び動画広告モニター設置運用事業仕様書のとおり。

３　応募資格

　　次の要件を全て満たすこと。ただし、個人での応募は受け付けない。
（１）システム、市政情報や広告を掲載する機器一式を無償で設置し、広告主の取りまとめ及び市政情報、広告に係るコンテンツ制作等を一括して行うことができること。

（２）上記（１）に係る国又は地方公共団体への納入実績があること。

（３）本市から入札参加停止を受けている者でないこと。

（４）国税・市税を滞納している者でないこと。

（５）栃木市暴力団排除条例（平成２３年条例第６２号）第２条第１号、第４号及び第５号の規定及び栃木市暴力団排除条例第６条に規定する密接関係者を定める規則（平成２３年規則第１０２号）に該当する者でないこと。

（６）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。

（７）システムの不具合等、緊急時に速やかに点検及び修理を行うため、事業者は栃木県内にサービス拠点（本社、支社又は営業所）があり社員が常駐していること。
（８）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てをしている者（会社更生法第１９９条第１項の規定による更生計画の認可又は民事再生法第１７４条第１項の規定による再生計画の認可がされている者を除く。）でないこと。
（９）直近２営業年度において営業実績があること。
※会社合併等により、当該法人の営業実績が２年に満たない場合でも会社合併等が証明できる書類（合併契約書の一部の写し等）の添付があれば申請を認める。

４　スケジュール
	年　月　日
	内　容

	令和７年９月１日
	実施要領等公表、公募開始

	令和７年９月１日から
　　　　９月８日まで
	質問書の受付期間

	令和７年９月11日
	質問への回答

	令和７年９月18日
	応募書類等の提出期限

※（４）企画提案書等以外

	令和７年９月26日
	企画提案書等の提出期限

	令和７年９月30日
	プレゼンテーション及び審査

	令和７年10月上旬
	審査結果の通知

	令和７年10月中旬
	協定書の締結

	令和８年１月５日　予定
	事業運用開始


※応募者数等により、上記スケジュールが変更となる場合がある。
５　応募書類等について
（１）提案申込書等
①　提案申込書（様式第１号）　　　　　１部

②　誓約書（様式第２号）　　　　　　　１部

（２）令和７年度栃木市入札参加資格を有しない場合に必要な書類
　　※各１部提出

※全て発行後３ヶ月以内のもの

①　国税の完納証明書（法人税、消費税及び地方消費税の未納がないことの証明
書（納税証明書様式その３の３））

　　　②　栃木市税の完納証明書（法人が栃木市税の納税義務者の場合）

　　　③　栃木市税の完納証明書（代表者が栃木市税の納税義務者の場合）
　　　④　商業登記簿謄本（現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書）
（３）委任状（様式第３号）　　　　　　　　　１部

　応募する法人等が代表者から支店長等に委任して応募する場合にのみ提出する。

（４）企画提案書等

　　　①　同種・類似業務実績（様式任意）　　１０部

　　　②　提案書（様式任意）　　　　　　　　１０部

　　　　下記に定める事項について全て記載すること。
また、内容については、項目番号順に記載すること。
　　　　ア　システム等の概要及び仕様（交付用番号表示モニター、番号案内表示モニターの機能及び操作方法等含む。）

イ　事業スケジュール・収支計画

ウ　本格運用後の保守対応
エ　広告の募集・制作・審査体制
オ　本市に納める広告掲載料（月額・消費税別）

カ　仕様書に記載のない独自提案
　③　会社概要・パンフレット等　　　　　１０部

６　提出方法

（１）提案申込書等、令和７年度栃木市入札参加資格を有しない場合に必要な書類及び委任状の提出

　　　①　持参の場合
　　　　令和７年９月１日（月）から令和７年９月18日（木）午後５時まで（厳守）
　　　　ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く午前９時から午後５時までの時間に限る。
　  　②　郵送の場合
　　　　令和７年９月１日（月）から令和７年９月18日（木）午後５時まで（必着）
　　　　ただし、一般書留又は簡易書留に限る。

（２）企画提案書等の提出

　　　①　持参の場合
　　　　令和７年９月１日（月）から令和７年９月26日（金）午後５時まで（厳守）
　　　　ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く午前９時から午後５時までの時間に限
　　　　る。
　　　②　郵送の場合
　　　　令和７年９月１日（月）から令和７年９月26日（金）午後５時まで（必着）
　　　　ただし、一般書留又は簡易書留に限る。

７　必要書類作成に当たっての質問及び回答

（１）質問

　　①　受付期限　令和７年９月８日（月）午後５時まで受け付ける。

　　②　受付方法

質問書は任意様式。直接持参又は電子メール（電子メールの送受信確認は、質問者が行う。）により提出する。

（２）回答

　　　①　回答期限　令和７年９月11日（木）までに回答する。

　　　②　回答方法　本市ホームページに質問と回答を掲載する。

　　　③　備　　考　回答に当たっては、質問を行った者の名称は公表しない。

　　　　　　　　　　また、意見の表明と解されるものについては、回答を行わない。

８　審査

　　提出された書類に基づき、企画提案に関するヒアリング及び審査を行う。その結果最も優れた企画提案をした事業者を協定の優先交渉者として決定し、交渉を行う。
（１）プレゼンテーション及び審査

　　①日時　　　　　　　令和７年９月30日（火）
　　　　　　　　　　　　　・提出された書類に基づき、優先交渉者を選出する。
　　　　　　　　　　　　　・説明時間を20分以内とし、引き続き質疑応答を行う。
　　　　　　　　　　　　　・時間と会場等は応募者全てに個別で通知する。

②審査項目　　　　　「５応募書類等について（２）③」及び「８　審査（３）」に沿って審査を行う。
③審査結果発送予定　令和７年10月１日（水）以降、応募者全てに郵送で通知する。

（２）審査委員会
選定に当たっては、審査委員会を設置し、本委員会が次の選定基準に基づいて応募者の評価をした後、委員会の評価の結果・意見を踏まえて、優先交渉者を選定する。

（３）選定基準
	①　会社概要・類似業務実績

	②　事業スケジュール・収支計画

	③　システム等の概要及び仕様

	④　保守管理・緊急時の対応

	⑤　広告の募集・制作・審査体制

	⑥　広告掲載料

	⑦　独自提案・工夫等


（４）選定結果の通知及び公表
　　　選定結果は、全ての応募者に文書により通知するとともに、本市ホームページ
において公表するものとする。なお、ホームページへの掲載は、令和７年10月以降とする。

９　協定
（１）企画提案内容がそのまま協定内容となるわけではなく、具体的な協定内容等は本市との交渉により、決定する。
（２）優先交渉者との交渉が不調に終わった場合、次順位者と交渉する場合がある。
１０　その他

（１）プロポーザル参加に要する費用は、すべて応募者の負担とする。

（２）提出書類は、返却しない。

（３）栃木市情報公開条例（平成２２年３月２９日条例第２０号）の規定により、請求に基づき第三者に開示することができるものとする。
　　　　ただし、栃木市情報公開条例第６条各号に該当する不開示情報と認められる場合は開示しない。
１１　問合せ先

　　栃木市　生活環境部　市民生活課

　　住所：〒328-8686　栃木市万町９番25号

　　電話：0282-21-2126

　　FAX ：0282-21-2678

　　mail：simin04@city.tochigi.lg.jp
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